別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅建設資金貸付事業費
	事業名:　個人住宅建設資金助成費　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　都市建築部　公共建築住宅課　企画担当　電話番号：058-272-1111（内3657）
　　　　　　　　　　　E-mail：mailto:c11659@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：23,650千円（前年度予算額：17,896千円）
	事業内容


	１　事業の内容


住宅の新築・購入、リフォーム工事を行うための借入に対し利子補給する。
　＜新築・購入＞ 

　　○利子補給率　１．０％相当
　　○利子補給期間及び補給額　：　当初５年間で、最大 計 ２３１，０００円
　　○対象住宅　：住宅性能評価を受けた住宅、または「フラット35」、「フラット50」
を利用して取得した住宅で、以下のいずれかの条件を満たす世帯・住宅
　　　①１８歳未満の子２人以上と同居する世帯
　　　②高齢者・障がい者等と同居する世帯が建設するバリアフリー住宅
　　　③県産材を一定量以上使用した住宅
　　　④環境に配慮した省エネルギー性能が高い住宅
　＜リフォーム工事＞　
　　○利子補給率　１．０％相当
　　○利子補給期間及び補給額　：　当初５年間で、最大 計 １３８，６００円
　　○対象工事　：一定基準のバリアフリー工事や耐震性向上工事、省エネ改修工事
	２　所要経費

	（１）利子補給金
	23,363千円

	（２）事務費
	287千円

	
	

	
	

	
	

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　　平成１８年度に策定した岐阜県住生活基本計画に基づき、成果指標の達成に向けて、制度を大きく改正し、申込者数も年々増加している（新規交付決定件数　H20 ：60件、H21：79件 H22:97件）。
	３　これまでの取組に対する評価


　昭和６１年度から実施し、県の良質な住宅ストックの増加に寄与してきた。
今後もこの制度により、耐震、バリアフリー、環境面において優れ、県民が安心して住める住宅の普及を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	17,896
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,896

	要求額
	23,650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,650

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


